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 平成３０年第１回市議会定例会が開催されるに当たり、市政に対する所

信の一端を申し述べますとともに、市政の諸課題をはじめ提案いたしまし

た議案について、その概要を御説明申し上げます。 

 最初に、今月上旬の寒波により、嶺北を中心に断続的に雪が降り続き、

石川県境から福井市にかけて、幹線道路である国道８号が３日間にわたり

寸断されるなど、交通や物流に大きな影響を与えました。 

 また、この豪雪により県内では、昨日までに１２名の方がお亡くなりに

なり、１０９名の方が負傷されました。お亡くなりになられた方々の御冥

福をお祈りいたしますとともに、負傷された方々に対しまして、心からお

見舞い申し上げます。 

 一方、本市の積雪深は、東郷地区や愛発地区では１メートルを超え、市

街地でも最大で５７センチメートルに達しました。本市では、国、県、警

察等との連携のもと早期の除排雪に努めるとともに、情報収集、分析を行

い万全の体制で災害に備えました。鉄道の一部区間では混乱が生じたもの

の、幹線道路、生活道路ともに交通障害は発生せず、雪による大きな被害

はありませんでした。 

 不眠不休で対応していただいた事業者の方々、除排雪作業に当たり、御
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理解、御協力いただきました市民の皆様に対し、厚く御礼申し上げますと

ともに、今後も官民連携による雪害対策の強化、充実に努めてまいります。 

 今般、国民健康保険税の資産割額の算定に誤りが判明し、当該納税者の

方々に多大な御迷惑をおかけしたことに対しまして、深くお詫び申し上げ

ます。 

 今後は、このようなことがないよう、再発防止に万全を期し、適正・的

確な課税に努めてまいります。 

 さて、今月９日に開幕した平昌オリンピックでの、日本人選手の奮闘ぶ

りや勝利に対する熱い思いは、私たちに大きな感動と勇気を与えてくれま

す。困難を乗り越え、目標に向かって努力することの大切さを改めて教え

られたところであり、残る期間もあとわずかとなりましたが、更なる活躍

を期待します。 

 ところで、本市の市政運営の羅針盤とも言える敦賀市再興プランにつき

ましては、魅力と活力あふれる港まち敦賀の再興に向け、「北陸新幹線敦

賀開業に向けた受け皿づくり」、「地域経済の活性化」、「人口減少対策

の推進」、「広域的かつ一体的な経済圏・生活圏の構築」、「行財政改

革」の５つの視点を「再興戦略」として位置付け、計画実現に向け邁進し



 3 

ているところです。 

 現時点で、同プラン実施計画の９割以上に着手しており、新年度にはこ

の取組を一層加速させ、再興戦略等の具現化を図ることに全力を傾注して

まいります。 

 ふるさと納税につきましては、昨年１２月末時点の寄附実績が、１億１，

２７１万２千円となり、本市を応援いただいた全国の皆様、敦賀の魅力発

信に御協力をいただいている市内事業者をはじめ、関係者の方々に心から

感謝申し上げます。 

 この寄附金につきましては、寄附者の意向を踏まえ、国体関係経費への

充当や各目的基金に積み立てを行うとともに、使途を「自治体におまか

せ」とされた寄附金につきましても、教育・文化振興基金など継続的な需

要がある基金へ積み立て、活用してまいります。 

 次に、当面する市政の重要課題について申し上げます。 

 まず、市庁舎整備についてであります。 

 昨年１２月１８日の庁舎建設基本計画策定委員会の初回会合を皮切りに、

同月２６日、先月１２日と３回にわたり市民ワークショップを開催し、市

民の皆様から直接御意見をいただきました。 
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 さらに、先月２９日開催の第２回策定委員会では、市民ワークショップ

の御意見及び庁内２６課からなるワーキンググループの検討結果を持ち寄

り、議論を深めるとともに、今月１０日には市内中高生による学生ワーク

ショップを開催し、若者ならではの柔軟なアイデアをいただいたところで

す。 

 今後は、新庁舎の機能を盛り込んだ建物の平面図や立面図、敷地計画等

の作成を行うとともに、工事期間中の駐車場不足に対する検討を進め、早

期の整備を目指してまいります。議員各位の御理解、御協力をお願いいた

します。 

 次に、原子力行政について申し上げます。 

 もんじゅにつきましては、今月８日に「もんじゅ廃止措置に係る連絡協

議会」が開催されました。この協議会は、もんじゅの廃止措置に係る国の

取組状況について、節目節目で地元に説明する場として設置されたもので、

本市からは私が、県からは副知事がメンバーとして参加いたしました。本

市としましては、使用済燃料及びナトリウムの搬出計画の検討に当たり、

安全性を最優先に、できる限り早期に搬出が完了する計画を示すよう求め

ました。また、廃止措置の実施体制については、新たに設置する廃止措置
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実証本部と現場であるもんじゅが、上意下達の関係になることのないよう、

本部と現場とが一体となって、安全確保に取り組むことを改めて求めたと

ころです。今後も廃止措置に係る様々な取組状況について、適宜、報告を

受けるとともに、その進捗について地元自治体として、しっかりと確認し

てまいります。 

 敦賀発電所２号機につきましては、昨年１２月２２日にようやく４回目

となる新規制基準適合性に係る審査会合が開催されております。約１年１

０箇月ぶりに審議が再開されたところであり、今後は審査を加速していた

だき、安全性について一刻も早く確認されることを望むところです。 

 また、今月２０日には、国の総合資源エネルギー調査会の原子力小委員

会に出席し、立地地域への支援について、全原協会長として意見を述べて

まいりました。原子力関連産業は今後も立地地域経済の基軸でありつつも、

産業の複軸化は全ての立地地域が求めるところであり、財政的な支援だけ

でなく、その実現に向けたプロセスにおいても、積極的に関わるよう求め

てまいりました。さらには、国としての確固たるエネルギー政策、原子力

政策を、今まさに示すことが、立地地域に対する何よりの支援であるとい

うことも強く申し上げたところであり、現在、進められているエネルギー
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基本計画の見直しにおいて、新増設やリプレースも含めた原子力政策の明

確な方向性が示されることを強く望むところです。 

 次に、防災対策について申し上げます。 

 本市の防災対策の基本となる敦賀市地域防災計画につきましては、国の

防災基本計画及び福井県地域防災計画の修正や原子力災害対策指針の改定

に伴い、現在、改定内容の協議を進めております。 

 平成２７年９月の関東・東北豪雨や平成２８年４月の熊本地震からの教

訓、また昨年本市を襲った台風への対応における課題等を踏まえた見直し

を行うとともに、原子力災害対策編では、廃止措置中のふげんに関し、原

子力災害対策重点区域の変更等を行う予定です。 

 今後は素案を取りまとめ、来月開催予定の敦賀市防災会議において御審

議いただき、その結果を新年度の総合防災訓練に繋げてまいります。 

 市民の皆様方の安全安心を確保するため、防災・減災対策に積極的に取

り組み、地域防災力の向上に努めてまいります。 

 次に、ハーモニアスポリス構想の推進について申し上げます。 

 ハーモニアスポリス構想につきましては、我が国全体の人口が減少局面

にある中で、地域間競争ではなく地域間協調を理念とし、広域的・協調的
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な発展を実現することを目的に、昨年度からその策定に着手しております。 

 新年度には、構想の策定に加え、この基軸となる産業間連携推進計画、

調和型水素社会形成計画、そして道路網整備計画の３つの計画を取りまと

めてまいります。 

 また、これに先駆け、構想の理念等を目に見える形でお示しするため、

先導事業に取り組んでまいります。具体的には、地域経済の活性化に資す

る民間の研究開発事業への支援等を行うことで、地域間協調による産業構

造の複軸化やエネルギーの多元化といった構想実現の第一歩を踏み出して

まいります。 

 次に、福井大学との連携について申し上げます。 

 昨年９月２６日、本市は福井大学と地域振興等に関する包括的連携協定

を締結し、具体的な連携を検討しております。 

 同大学では、学部の改組に伴い、４月から工学部の原子力安全工学コー

スの学生が敦賀キャンパスで履修することになっており、平成３１年度に

は、学生と教職員を合わせて約１１０名が本市で学業や研究活動に励まれ

る見込みです。 

 敦賀のまちに若い方々が来ていただくことは、地元商店街等をはじめ、
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地域の活性化に寄与するものと考えております。 

 本市としましては、この機会を捉え、市外に生活の拠点を置く学生に対

して、本市への移住を促進し、将来的な定住に繋げていくために、家賃補

助等の新たな支援制度に関する予算を計上いたしました。 

 次に、ＪＲ新疋田駅について申し上げます。 

 ＪＲ新疋田駅につきましては、昨年３月１６日に愛発地区区長会から、

地区住民の約９割にあたる署名を添えて、駅名を「愛発駅」に改名したい

旨の要望をいただきました。 

 本市としましては、改名に伴う効果と本市の費用負担や地区住民による

地域の活性化策を踏まえたうえで、議員各位の御意見等を勘案しながら、

西日本旅客鉄道株式会社との協議を行っていきたいと考えております。 

 次に、男女共同参画センターについて申し上げます。 

 同センターにつきましては、老朽化等の問題を抱えていることから、そ

の機能を南公民館３階へ移転するため、昨年９月議会において関係条例の

改正、また移転先施設の改修等に係る補正予算について議決いただきまし

た。 

 これに伴い、現在の施設は今年度末をもって閉鎖し、４月以降は移転先
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において業務を行います。 

 今後も、同センターを核として、本市の男女共同参画社会の形成促進及

び市民活動の推進に、関係団体と協働し、取り組んでまいります。 

 次に、公共交通対策について申し上げます。 

 コミュニティバスにつきましては、昨年１０月から１年間の試験運行を

実施しております。 

 現時点では、１便当たりの乗車率が向上し、主に学生向けに改編した路

線の利用が大幅に増加するなど、効率的な運行及び利用促進が図られてい

ます。 

 今回の当初予算におきましては、更なるバス交通の利用促進を図るべく、

乗換検索システムやバスの位置情報を取得できるバスロケーションシステ

ムの導入経費、ＳＮＳを活用したキャンペーン等の関係経費を計上いたし

ました。 

 今後も、より多くの方々にコミュニティバスに乗車いただけるよう、市

民の皆様からの御意見や試験運行の結果等を反映しながら、運行改善及び

利用促進に積極的に取り組んでまいります。 

 次に、子育て支援について申し上げます。 
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 本市では、平成２７年度から５箇年を計画期間とする子ども・子育て支

援事業計画「新つるがいきいき子ども未来プラン」を策定し、総合的な子

育て支援に取り組んでおります。新年度においては、保護者のニーズ調査

を改めて実施し、平成３２年度から始まる次期計画を、より実効性のある

ものにしたいと考えております。 

 また、保護者が安心して病気中や病後の子どもを預けることができる病

児保育施設を新たに整備することとし、新年度予算に用地購入費等の関係

経費を計上いたしました。 

 児童クラブの拡充につきましては、中央児童クラブの増設及び松原児童

クラブの移転を行うため、今年度中に実施設計を行い、新年度に建設工事

に着手いたします。さらに、公文名集落生活改善センターで実施しており

ます第２粟野南児童クラブにつきましては、登録人数の増加等に伴い、新

たに施設を整備することとし、関係経費を当初予算に計上いたしました。 

 今後も、様々な施策を講じ、安心して子どもを生み育てることができる

子育て環境の整備に取り組んでまいります。 

 国民健康保険事業について申し上げます。 

 本市の国民健康保険は、高齢化の進展や医療の高度化等により、医療費
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が高い水準を示す中、被保険者数の減少等により医療費を賄う財源である

保険税収入が不足するため、一般会計からの法定外繰入を行い、収支均衡

を保っている状況にあります。 

 一方、本年４月から制度改正により、県が国民健康保険の財政運営の責

任主体として中心的な役割を担うこととなり、県内の統一的な運営方針に

おいて、決算補填等を目的とした法定外繰入金の削減・解消を着実に進め

ることが求められています。 

 こうした中、国民健康保険運営協議会から、保険財政の健全化に向けた

慎重な審議を経て、予防事業の推進や税率見直しなどの答申をいただきま

した。この答申を尊重し、市として検討を重ねたうえで、今議会に税率改

定等に係る条例改正案を提出いたしました。 

 今後も、保険者として医療費の適正化や収納率の向上等に努めてまいり

ますので、議員各位の御理解、御協力をお願いいたします。 

 介護保険事業について申し上げます。 

 国においては、持続可能な社会保障制度の確立を図るため、高齢者の自

立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を目的とした、医

療法及び介護保険法等の改正が行われたところです。 
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 特に、介護保険制度は創設から１８年目を迎え、団塊の世代が全て７５

歳以上となる平成３７年に向けて、地域包括ケアシステムの深化と介護保

険制度の持続可能性の確保を柱とする大幅な制度改正が行われました。 

 本市におきましても、高齢者が生きがいを持って、住み慣れた地域で安

心して暮らせるよう、これらの制度改正や介護保険事業計画等策定委員会

からの報告を踏まえ、新年度から３箇年を計画期間とする敦賀市高齢者健

康福祉計画及び第７期介護保険事業計画を策定いたしました。 

 今後はこの計画に基づき、高齢者の方々への介護、保健、福祉施策等を

推進し、地域包括ケアシステムの充実を図ってまいります。 

 次に、健康づくりの推進について申し上げます。 

 健康寿命の延伸に向け「イキイキ健活！プラス１」運動を通して、市民

の主体的な健康づくりを応援するために、「ほっとけんこうイチ」や“ち

ょうどいいカラダづくり”を目指した「健幸スマイルチャレンジ事業」な

どの取組を進めているところです。 

 今後も、健康行動の実践者拡大に向け、地域や企業、団体等との交流や

連携を図り、具体的な健康習慣の推進に積極的に取り組んでまいります。 

 次に、敦賀港の振興について申し上げます。 



 13 

 鞠山南地区多目的国際ターミナルの岸壁延伸事業の工事着工式典が、来

月１８日に行われることとなりました。この延伸事業により、利便性が向

上し、取扱貨物の新規開拓や利用拡大、定期航路の拡充、クルーズ客船の

寄港増加に繋がるものと期待しているところです。 

 本市といたしましても、定期航路の安定、強化と更なる取扱量の増加に

向けて、ポートセールスに取り組んでまいります。 

 産業団地の整備について申し上げます。 

 第２産業団地につきましては、分譲地の造成工事に着手し、一部区画の

平成３０年度完成に向けて整備を進めております。また、残りの分譲地造

成等に関しましても、平成３１年度の完成を目指してまいります。 

 本市経済の活性化と地元雇用の安定確保を図るため、早期の分譲開始及

び優良企業の誘致に取り組んでまいりますので、関係各位の御理解、御協

力をお願い申し上げます。 

 次に農業振興について申し上げます。 

 敦賀西部地区の農地基盤整備につきましては、農地の保全や生産性の向

上及び担い手不足の解消を目的に、沓見・莇生野・金山の地元農業者と関

係機関が連携し、進めております。 
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 現在、事業に対する地権者の最終同意手続きを行っており、本年５月に

は県営土地改良事業として採択される予定です。 

 本市としましては、県とともに事業を推進し、当該地区の農家の方々を

中心とした営農組織への支援に取り組んでまいります。 

 次に、観光振興について申し上げます。 

 今年度、本市は日本遺産に認定された北前船寄港地・船主集落や鉄道遺

産を含めた近代化遺産など、テーマにゆかりのある自治体や関係団体との

連携を通じた観光振興策に取り組んでまいりました。 

 こうした中、今月１４日には日本記者クラブにおいて、日本遺産認定１

１自治体が、北前船ブランドによる地域間交流の拡大に向けた取組につい

て発表を行ったところです。 

 また、日本海側の拠点を結ぶ「日本海縦断観光ルート」の形成を目指し

た協議会の設立に向け、本市、新潟市、舞鶴市及び豊岡市の４市と民間企

業のＷＩＬＬＥＲ株式会社が、先月１７日、大阪市においてフォーラムを

開催いたしました。このプロジェクトにおいて多様な民間事業者の参画を

いただき、官民一体となった観光誘客策に取り組むことにより、魅力的な

観光資源の磨き上げや、観光交通の充実に繋げてまいります。 
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 一方、「奥の細道」の日本遺産登録に向け、本市や大垣市をはじめとす

る２９自治体が、先月２５日に登録申請書を文化庁に提出いたしました。

今後、国において審査されることとなりますが、これを契機として、松尾

芭蕉にゆかりのある自治体等との連携を進め、新たな観光需要の創出や更

なる広域的な誘客促進を図ってまいります。 

 クルーズ客船の受入れ事業について申し上げます。 

 本年、敦賀港には昨年に引き続き、大型クルーズ客船「ダイヤモンド・

プリンセス」と「ぱしふぃっくびいなす」が寄港します。 

 その受入れ態勢に万全を期すとともに、乗船客等に本市の魅力を十分に

感じ取っていただくためのおもてなしを行うこととし、関係経費を新年度

予算に計上いたしました。 

 人道の港関連事業について申し上げます。 

 今月１３日から１８日にかけて市議会議長とともに、リトアニアとポー

ランドへ敦賀市使節団として訪問いたしました。 

 リトアニアでは、独立回復１００周年記念式典に出席するとともに、第

２次世界大戦当時「命のビザ」が発給された旧日本領事館等を訪問し、ま

た、ポーランドでは、平成３２年のポーランド孤児敦賀港上陸１００周年
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等を見据え、ポーランド・日本友好議員連盟をはじめとする方々との面談

や、ユダヤ人歴史博物館の視察等を行いました。 

 さらに、現地において、新ムゼウム整備に関する協力依頼や「人道の港

敦賀」の情報発信をはじめ、今後の連携について、有意義な意見交換を行

いました。 

 こうした成果を最大限に活用しながら、優しい日本人がいた場所「人道

の港敦賀」を、国内外に向けて積極的に発信してまいります。 

 次に、金ヶ崎周辺整備について申し上げます。 

 金ヶ崎周辺整備構想に基づく施設の整備方針やデザイン等の基本計画を

策定するため、先月３１日に第４回金ヶ崎周辺施設整備計画策定委員会を

開催しました。 

 「人道の港 敦賀ムゼウム」については、景観まちづくり刷新支援事業

により整備する大正当時の建築物４棟への移転に伴う展示構成や、施設の

使い方、機能配置について活発な御意見をいただきました。こうした御意

見を踏まえ、施設整備と展示内容に関する実施設計等の関係経費を新年度

予算に計上いたしました。 

 また、鉄道遺産の活用では、県をはじめとする関係機関と連携しながら、



 17 

ランプ小屋等の既存施設との回遊性向上を念頭に、金ヶ崎周辺における賑

わい拠点の形成に向けた計画策定を進めてまいります。 

 次に、立地適正化計画について申し上げます。 

 今後の人口減少や少子高齢化に対応した持続可能なまちづくりを目指す、

立地適正化計画につきましては、居住誘導区域など計画案の概要について

の市民説明会を行い、様々な御意見をいただいたところです。 

 新年度におきましては、この御意見を参考に、居住等を長期的に誘導す

るための施策や計画を評価するための指標を設定し、年度内の計画策定に

取り組んでまいります。 

 次に、北陸新幹線の整備について申し上げます。 

 新たに建設される新幹線敦賀駅舎のデザインにつきましては、次世代を

担う子どもたちを含め、８００件を超える多数の御意見をいただき、感謝

申し上げます。今回の貴重な御意見を踏まえ、本市が要望したデザインコ

ンセプト「空にうかぶ～自然に囲まれ、港を望む駅～」に最もふさわしい

Ｃ案を推薦案として決定し、今月１９日、鉄道・運輸機構に推薦書を提出

したところです。 

 今後、鉄道・運輸機構による詳細設計が行われますが、本市としまして
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も、駅周辺の新たなシンボルとして、利便性や快適性に配慮した魅力的な

駅舎となるよう、引き続き取り組んでまいります。 

 北陸新幹線の進捗状況につきましては、新北陸トンネルは１月末現在、

市内総延長８，７１５メートルのうち、３，４４７メートルの掘削が終了

しており、昨年１１月末には、敦賀車両基地の施工業者も決定するなど、

今後、更に多くの工事が本格化することとなります。また、事業用地の確

保に関しましては、現段階で、９割を超える用地を取得しており、残る用

地についても、早期に確保できるよう、関係機関と連携して取り組んでま

いります。 

 一方、新幹線の受け皿づくりにつきましては、観光資源の魅力向上や金

ヶ崎周辺をはじめとする中心市街地の整備、二次交通の充実等に取り組ん

でおりますが、開業効果を最大限に発揮できるよう、バリアフリー等の都

市環境の整備や電子マネー決済の導入推進、おもてなし力の向上など、

様々な分野にわたる行動計画を策定してまいります。 

 敦賀駅西地区の土地活用について申し上げます。 

 同地区の土地活用エリアにつきましては、新年度上半期に予定している

公募の要項策定に向けて、官民連携による事業性の確保の観点から、公共
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機能の在り方等を中心に、事業者ヒアリングを実施しております。 

 現在、詳細設計を進めている駅前立体駐車場と併せ、市内外から注目を

集めるような話題性と持続性のある土地活用の実現に向けて、官民一体と

なった駅周辺整備事業を推進してまいります。 

 次に、道路網の整備について申し上げます。 

 国道８号敦賀・南越前間の道路整備につきましては、昨年３月、田結・

挙野間が「特に対策が急がれる範囲」に決定され、その後、国土交通省福

井河川国道事務所において事業化に向けたボーリング調査などが実施され

ております。 

 こうした中、今月５日には、国道８号敦賀・南越前バイパス建設促進期

成同盟会として国土交通省近畿地方整備局に対し、また、今月９日には、

県とともに国土交通省本省に早期事業化を要望してまいりました。 

 今後も早期整備に向け、関係団体と力を合わせて要望活動を強力に展開

してまいります。 

 国道８号道路空間整備について申し上げます。 

 国道８号本町区間の道路空間整備につきましては、沿線地区との意見交

換会で、整備内容や公共空間の活用について議論を重ねた結果、地元の多
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様な意見を集約した、素案となる図面が完成いたしました。 

 新年度におきましては、引き続き地元の皆様の御協力をいただきながら、

道路管理者等の関係機関と早期の工事着手に向けた協議を行ってまいりま

す。 

 門前町の街並み形成について申し上げます。 

 去る１月２６日に、神楽町１丁目及び同商店街振興組合から「神楽門前

町活性化ビジョン」が提出されました。このビジョンは、地元の皆様のま

ちづくりにかける熱意の表れでもあり、市としましても、内容を尊重し、

実現可能性を検討してまいります。 

 笙の川の整備について申し上げます。 

 笙の川につきましては、現在、河川管理者の県におきまして、来迎寺橋

詳細設計のための地質調査及び現況測量を実施しております。 

 昨年の台風５号及び２１号など、氾濫危険水位を超える増水が発生して

おり、市民の皆様の生命、財産を守るためにも、一日も早く工事に着手さ

れるよう、引き続き強く県へ要望してまいります。 

 次に、空き家対策について申し上げます。 

 市内の空き家の状況につきましては、平成２４年度に実態調査を行って



 21 

から５年が経過し、状態の変化が見込まれることや、当時の調査対象が一

戸建て住宅に限定したものであったことから、新年度では、調査対象を全

ての建築物に拡大し、再調査を実施します。 

 また、老朽化し危険な状態にある空き家が、生活環境に影響を及ぼすこ

とから、こうした空き家の除却に要する費用を助成することとし、新年度

予算に所要額を計上いたしました。適切な管理が行われていない空き家の

解体を促し、空き家問題の解決に繋げてまいります。 

 次に、教育関係について申し上げます。 

 子どもたちに「勉強して考える力」、「内面を豊かにする力」、「たく

ましく生きる力」がバランスよく系統的に身に付くよう敦賀市「知・徳・

体」充実プランとして、幼児教育から小・中学校、そして上級学校と続く

「学びのつながり」を大切にした教育を全市的に進めているところです。

子どもたち一人ひとりに寄り添いながら、可能性と得意を伸ばす教育を進

め、健やかな子どもたちの育成に取り組んでまいります。 

 また、角鹿中学校区における小中一貫校の設置につきましては、広く校

名の募集を行った中から、同校区の皆様に投票をいただいた後、角鹿中学

校区小中一貫校設置準備委員会において慎重な御審議をいただきました。
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その結果を踏まえ、昨日開催いたしました総合教育会議において、この小

中一貫校の校名を「敦賀市立角鹿小中学校」に決定いたしました。 

 今後、同校の設置に向けた具体的な検討、調整を進めるため、学校施設

の実施設計や同準備委員会の開催に要する経費を新年度予算に計上いたし

ました。 

 文化振興について申し上げます。 

 先月２１日に、国指定重要無形民俗文化財の敦賀西町の綱引きが、市民

有志による伝承協議会を中心に、２年ぶりに再開されました。 

 当日は、相生町の旧西町通りに大勢の方々がお越しになり、大黒方と夷

子方に分かれて綱を引き合った結果、今年は夷子方が勝利を収め、豊漁と

占われました。本市年頭の風物詩として、継承されていくことを期待しま

す。 

 敦賀市立看護大学について申し上げます。 

 同大学につきましては、今年度末に初めての卒業生を輩出することにな

りますが、市内医療機関への就職予定者が１１名となっており、市民の健

康・福祉の向上に貢献することを期待しております。 

 さらに、本年４月から新たに設置いたします大学院と助産学専攻科にお
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いては、地域医療等を担う質の高い看護職者の養成を行ってまいります。 

 福井しあわせ元気国体及び元気大会について申し上げます。 

 いよいよ本年９月から１０月にかけて、「国体・障スポ」を開催いたし

ます。 

 大会運営につきましては、昨年のプレ大会での経験や反省を活かし、最

善の状態で国体に臨めるよう、県や競技団体、関係機関等と協議、検討を

続けてまいります。 

 また、全国から選手、監督、一般観覧者など大勢の方々が本市にお越し

になりますので、敦賀の食・歴史・文化・自然などの魅力を発信するとと

もに、おもてなしの心で接し、市民総参加で「国体・障スポ」を盛り上げ

てまいります。 

 次に、市立敦賀病院について申し上げます。 

 国は、重度の要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らし

が続けられるよう、在宅医療を推進しています。 

 このような中、医療資源の少ない本市におきましては、市立敦賀病院に

地域包括ケア病棟を設置し、在宅復帰支援の強化を図るため、リハビリテ

ーションの充実や退院前後の自宅訪問等を行っているところです。 
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 今後は、退院後もより安心して在宅療養を続けていただくため、医療依

存度の高い患者さんを中心に訪問診療や訪問看護事業に取り組むこととし、

今般、関係条例の改正案を提出するとともに、必要経費を予算計上いたし

ました。 

 次に、下水道事業について申し上げます。 

 下水道事業は、新年度から地方公営企業法を全部適用し、特別会計から

公営企業会計に移行します。 

 これを機に公共下水道事業、漁業集落排水事業及び農業集落排水事業の

３事業を下水道事業として統合し、経営の効率化と経営基盤の強化を図っ

てまいります。 

 また、現在整備中の事業認可区域１，４８２ヘクタールにつきましては、

汚水整備の進捗率が今年度末で８１．７パーセントになる見込みであり、

今後も計画的な整備を進めてまいります。 

 上下水道料金の窓口業務等について申し上げます。 

 第６次行政改革大綱に基づき、住民サービスの向上及び上下水道事業の

経営効率化を図るため、本年４月１日から上下水道料金の窓口業務等を一

括して外部委託し、「敦賀市上下水道お客様センター」を開設します。ま
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た同時に、上下水道料金、下水道受益者負担金等について、コンビニエン

スストアでの支払受付を開始します。 

 今後も様々な施策を講じ、上下水道事業の経営の健全化及びサービス向

上に努めてまいります。 

 次に、市有財産の利活用について申し上げます。 

 昨年５月に、民間アドバイザーを含めた敦賀市市有財産利活用研究会を

設置し、同研究会での検討を踏まえ、１０月には敦賀不動産業会と不動産

売買の媒介に関する協定を締結しました。 

 先般、同協定に基づき、東洋町の遊休地３筆の売却について依頼を行っ

たところ、うち２筆について申請があり、現在売買契約の締結に向け協議

を進めているところです。 

 今後も、民間のノウハウやアイデアを取り入れながら、市有財産の一層

の利活用を推進してまいります。 

 次に、今回提案いたしました平成３０年度当初予算案の概要について申

し上げます。 

 新年度予算の編成に当たりましては、山積する課題や社会経済状況の変

化に的確に対応できるよう、引き続き行財政改革に取り組むとともに、敦
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賀市再興プランに掲げる施策に対し、優先的に予算を配分いたしました。 

 こうして編成した当初予算案は、 

  一般会計      ２７４億６，９１２万２千円 

  特別会計      １３７億７，９２２万２千円 

  企業会計      １５２億８，０１９万４千円 

  合  計      ５６５億２，８５３万８千円となりました。 

 これを、前年度当初予算と比較いたしますと、一般会計８．８パーセン

トの増、特別会計２７．７パーセントの減、企業会計４８．２パーセント

の増、予算総額では３．５パーセントの増となったものです。 

 主な事業につきましては、別紙お手元に配布のとおりですが、以下、先

に申し上げたものを除き、予算編成方針の重点施策に掲げました４つの項

目に従い順次御説明申し上げます。 

 まず、「特色と強みを活かした産業の振興と地域経済対策」につきまし

ては、市内への進出企業に対する企業立地補助金を計上し、地域経済の活

性化や雇用の安定化を図ります。 

 中小企業者の事業拡大を後押しすることを目的に、設備投資や技術開発

等を進めるための支援制度を新たに創設します。 
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 収益性の高い農業経営への転換を図るため、施設園芸を導入して所得拡

大を目指す担い手に対し支援を行います。 

 次に、「人材育成・子育て支援の充実」につきましては、保育士の確保

や保育の質の向上を図るため、民間保育園等の保育士の処遇改善を支援し

ます。 

 社会福祉法人が行う、乳児院・児童養護施設の整備に対し、補助を行い

ます。 

 市内小中学校の学校運営支援員及び部活動指導員の配置を拡充し、教員

が専門性を発揮できる環境を整えます。 

 次に、「新しい交通ネットワークの形成と市街地の活性化」につきまし

ては、平成３４年度の北陸新幹線敦賀開業に向け、新幹線駅前広場や周辺

道路等の実施設計を行います。 

 本市にゆかりのある鉄道車両を購入し、集客力強化に繋げるとともに、

鉄道時刻表を活用した誘客事業を実施します。 

 次に、「災害に強い「ひと」・「地域」・「まち」づくり」につきまし

ては、緊急地震速報等の情報を伝達する全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬ

ＥＲＴ）の更新を行います。 
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 大雨に伴う冠水により、車両水没等の危険性がある市道１７１号線ＪＲ

アンダーパスについて、通行止め等の迅速な対応ができるよう、冠水監視

システムを導入します。 

 県外広域避難に関する協定を締結した自治体の住民を対象に、本市への

視察ツアーを実施し、原子力発電に対する理解促進を図るとともに、相互

の交流を深め、円滑な広域避難に繋げます。 

 次に、一般会計の歳入予算について申し上げます。 

 歳入予算につきましては、景気の動向や国の地方財政対策等を十分勘案

のうえ、見込み得る確実な財源を計上し、収支の均衡を図りました。 

 このほか、地方譲与税等については、地方財政計画に基づき見込み得る

確実な額を、国・県支出金につきましては、事業ごとに見合う額を計上し、

繰入金につきましては、財政調整基金及び事業目的に見合う特定目的基金

から繰入れをいたします。また、市債につきましては、適債事業等を精査

して計上いたしました。 

 以上が当初予算案の概要です。 

 続いて、同時に提案いたしました平成２９年度３月補正予算案について、

その概要を申し上げます。 
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 今回の補正予算案の内容は、事業の完了や財源の確定に伴うもののほか、

早期に予算措置を必要とするものについて補正いたしました。 

 まず、一般会計では、１月下旬からの降雪により不足が生じる道路除雪

に係る経費を計上いたしました。 

 また、新年度当初予算に計上予定であった、粟野南小学校の給排水設備

改修に係る工事費について、国の補正予算の獲得を目指し、前倒しで計上

しております。 

 その他の補正予算といたしましては、職員の早期退職に伴う退職手当の

ほか、今後の公債費の増加への対応を見据えた減債基金への積立金を計上

いたしました。 

 一般会計の歳入につきましては、国・県支出金について、これまでの決

定額あるいは現在見込み得る確実な額を計上するとともに、各種基金利子

などの財産収入、市債等の調整を行い、収支の均衡を図りました。 

 次に、特別会計につきましては、国民健康保険特別会計において、療養

給付費等負担金の精算返還金等を、介護保険特別会計では、前年度決算に

おける剰余額確定等に伴う基金積立金を計上いたしました。 

 以上の結果、今回の補正予算案の規模は、 
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  一般会計       １０億１，０７２万６千円 

  特別会計          ４，５０６万２千円 

  企業会計        ２億  ８０４万円 

  合  計       １２億６，３８２万８千円となり、 

補正後の予算総額は、 

  一般会計      ２８４億２，４７８万２千円 

  特別会計      １９４億  ４０１万１千円 

  企業会計      １０５億８，６３５万３千円 

  合  計      ５８４億１，５１４万６千円となりました。 

 その他条例案などの各議案につきましては、いずれも記載のとおりの理

由により提案いたしました。 

 次に、本市にお寄せいただきました寄附金品は、別紙お手元に配布のと

おりです。その御厚志に対し各位とともに、市民を代表して厚く御礼を申

し上げます。 

 以上、私の市政に対する所信の一端と今回提案いたしました予算案など

について御説明申し上げました。 

 何卒慎重に御審議をいただき妥当なる議決を賜りますようお願い申し上
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げます。 


